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大津市自転車駐車場 指定管理者募集要項 

令和８年 月 日 

１ 募集の概要 

(１) 施設の名称  大津市自転車駐車場（大津市内１７か所） 

(２) 所 在 地  大津市湖青一丁目１番地２３ 他１６か所 

(３) 指 定 期 間  令和９年４月１日から令和１４年３月３１日まで 

(４) 選定の方式 

審査は総合点数方式で行い、第１順位の団体を指定候補者として選定します。 

(５) 選定委員会 

「大津市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例」に基づき「大津市建設部指 

定管理者選定委員会」（以下「選定委員会」という。）を設置し、選定基準に基づいて審査 

します。 

(６) 選定結果の通知及び公表 

選定結果は、１０月上旬に応募者全員に対して文書で通知するとともに、ホームページ 

等で公表します。（なお、市議会においては選定基準に基づく審査結果も公表します。） 

(７) 協定の締結 

市は、指定候補者と管理運営の細目について協議を行い、協議成立後、仮協定を締結し 

ます。 

なお、地方自治法第２４４条の２第６項に規定する議決を経て当該指定候補者を指定管 

理者に指定したときは、仮協定を本協定とみなします。市議会の議決を経るまでの間に、 

当該指定候補者を指定管理者に指定することが著しく不適当と認められる事情が生じたと 

きは、指定管理者として指定しないこととなり、この場合、市は一切の損害賠償の責を負 

いません。 

     

２ 施設の概要 

別紙「大津市自転車駐車場指定管理者仕様書」（以下「仕様書」という。）のとおり。 

 

３ 管理の基準及び業務の内容 

仕様書のとおり。 

 

４ 委託料に関する事項 

（１） 指定期間中の委託料総額の上限額を基準費用とし、仕様書に定めます。（この上限額を

上回る申請の場合は失格となります。） 

（２） 指定期間中の委託料総額は基本協定で定め、毎年度の委託料の額は単年度協定で定めま

す。 

（３） 経費の支払い 

    会計年度（４月１日から翌年３月３１日まで）ごとに支払いますが、支払い時期や方法

は協定で定めます。 

（４） 経費の管理 

    団体自体の運営に係る経費は含めることなく、指定管理施設の管理及び運営に係る収支

を明確にし、自主事業を実施する場合は、さらに、その自主事業の収支も明確にしてくだ

さい。 

    また、団体自体の運営と共有する経費についても、妥当性のある比率を用いて按分し、

収支を区分し明確にしてください。 

（５） 管理口座 

    経費及び収入は、団体自体の口座とは別の口座で管理してください。 

（６） 公租公課 



    公租公課は、指定管理者の負担となります。 

    （※指定管理料算定に含めることが妥当である場合は、その費用分担を明記すること。） 

 

５ 応募資格 

指定管理者の公募に応募できる者は、この公告の日から指定候補者を決定する日までにお

いて、次に掲げる要件に該当する団体（法人格の有無は問わない。）とします。 

（１） 団体及びその代表者が次のいずれにも該当しないこと。 

① 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項に規定する者 

② 大津市から指名停止を現に受けている者 

③ 市町村税（本店所在地分及び本市分（支店、営業所等が本市に存する場合に限る。））、 

消費税及び地方消費税を滞納している者 

④ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てがされてい 

る者（更生手続開始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成１１年法律第 

２２５号）に基づく再生手続開始の申立てがされている者（再生手続開始の決定を受け 

ている者を除く。） 

⑤ 破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申立てがされている者又 

は会社法（平成１７年法律第８６号）に基づく特別清算開始の申立てがされている者 

（２） 任意団体の場合にあっては、その代表者が法律行為を行う能力を有していること。 

（３） 団体及びその役員等（個人である場合にはその者その他経営に実質的に関与してい

る者を、法人である場合にはその役員、その支店又は常時契約を締結する事務所の代

表者その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が次のいずれにも該

当しないものであること。 

① 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。 

以下｢法｣という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

② 暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

③ 自己、団体若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をも 

って、暴力団又は暴力団員を利用しているもの 

④ 暴力団若しくは暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直 

接的又は積極的に暴力団の維持若しくは運営に協力し、又は関与しているもの 

⑤ 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしているもの 

 ⑥ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているもの 

 ⑦ ①から⑥までのいずれかに該当するものであることを知りながら、これを不当に

利用するなどしているもの 

（４） 本公募に応募する他の応募者（グループ応募の場合にあっては、これを構成するものを 

含む。）との間に次に掲げる資本関係又は人的関係がない者であること。ただし、②ア 

にあっては、会社等（会社法施行規則（平成１８年法務省令第１２号）第２条第３項第２ 

号に規定する会社等をいう。以下同じ。）の一方が更生会社（会社更生法第２条第７項に 

規定する更生会社をいう。）又は民事再生法第２条第４号に規定する再生手続が存続中の 

会社等である場合を除く。 

① 資本関係 

ア 親会社等（会社法第２条第４号の２に規定する親会社等をいう。以下同じ。）と子会 

社等（同条第３号の２に規定する子会社等をいう。以下同じ。）の関係にある場合 

イ 親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある場合 

ウ ア又はイと同視しうる関係にあると認められる場合 

② 人的関係 

ア 一方の会社等の役員（会社法施行規則第２条第３項第３号に規定する役員のうち、次 



に掲げる者をいう。以下同じ。）が、他方の会社等の役員を現に兼ねている場合 

（ア） 株式会社の取締役。ただし、次に掲げる者を除く。 

ａ 会社法第２条第１１号の２に規定する監査等委員会設置会社における監査等 

委員である取締役 

ｂ 会社法第２条第１２号に規定する指名委員会等設置会社における取締役 

ｃ 会社法第２条第１５号に規定する社外取締役 

ｄ 会社法第３４８条第１項に規定する定款に別段の定めがある場合により業務 

を執行しないこととされている取締役 

（イ） 会社法第４０２条に規定する指名委員会等設置会社の執行役 

（ウ） 会社法第５７５条第１項に規定する持分会社の社員（同法第５９０条第１項に 

   規定する定款に別段の定めがある場合により業務を執行しないこととされてい 

る社員を除く。）  

（エ） 組合の理事 

（オ） その他業務を執行する者であって、（ア）から（エ）までに掲げる者に準ずる 

もの  

イ 一方の会社等の役員が他方の会社等の会社更生法第６７条第１項又は民事再生法第 

６４条第２項の規定により選任された管財人（以下「管財人」という。）を現に兼ねて 

いる場合 

ウ 一方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合 

エ アからウまでと同視しうる関係にあると認められる場合 

（５） グループ応募の場合にあっては、これを構成するものが前各号に掲げる要件を満たし

ていること。 

 

６ 提出書類 

（１） 指定管理者指定申請書（様式第１号） 

（２） 事業計画書（様式第２号）＊ 

（３） 収支予算書（様式第３号１～３：該当のみ） 

（４） 自主事業計画書（様式第４号）＊ 

（５） 過去３年間分の貸借対照表及び損益計算書（又はこれらに相当する書類） 

（６） 定款、寄附行為、規約又はこれらに相当する書類 

（７） 登記事項証明書（法人の場合に限る。） 

（８） 印鑑証明書又は印鑑登録証明書 

（９） 過去１年間分の法人税、消費税及び地方消費税、市民税、固定資産税（土地・家屋・ 

償却資産）の納税証明書・完納証明書（国税及び大津市税に滞納が無いことを確認で

きるもの） 

（10） 共同事業体協定書兼委任状（様式第７号）（グループ応募の場合に限る。） 

（11） 共同事業体連絡先一覧（様式第８号）（グループ応募の場合に限る。） 

（12） 誓約書（様式第９号） 

（13） 役員等名簿（様式第９号別紙） 

＊上記（１）～（13）に加えて、議案の説明資料及び公表用資料として、事業計画書・自主事業

計画書の概要版（消費税を含む委託料総額を記載した任意の様式）を１０部提出してください。 

※ グループ応募の場合、（５）～（９）は全ての構成団体のものが必要です。 



７ 募集要項の配布期間及び場所 

（１） 配布期間  令和８年７月３０日（木）から同年８月１０日（月）まで（土曜日、日曜

日及び祝休日を除く。）の９時から１７時まで 

（２） 配布場所   

① 窓口で受け取る場合 

１９ 担当課と同じ 

 ② インターネットからダウンロードする場合 

    本市ホームページ掲載アドレス 

https://www.city.otsu.lg.jp/soshiki/036/1811/o/75905.html 

８ 質問の受付及び回答 

（１） 質問の受付 

    募集要項の内容等に関する質問を以下のとおり受け付けます。 

① 受付期間  令和８年７月３０日（木）から同年８月１０日（月）まで（必着） 

② 受付方法  質問書（様式第５号）に記入の上、電子メール又は郵送で提出してくださ 

い。 

③ 提 出 先  １９ 担当課と同じ 

（２） 質問に対する回答 

    質問に対する回答は、説明会の際に文書で行いますので、必ず参加してください。 

 

９ 説明会の開催 

  質問への回答等を行うため、現地説明会を以下のとおり開催します。参加を希望される場合

は、参加申込書（様式第６号）に記入の上、電子メール又は郵送で申し込んでください。 

  参加人数は１団体につき２人までとします。 

（１） 開催日時  令和８年８月１８日（火）９時３０分から１時間程度  

（２） 開催場所  平野市民センター  

（３） 申込期間  令和８年７月３０日（木）から同年８月１０日（月）まで（必着） 

（４） 申 込 先  １９ 担当課と同じ 

（５）  そ の 他   本市職員が派遣されている団体及び過去に本市職員であった者が属する 

団体にあっては、説明会にこれらに該当する者は参加することはできません。 

 

１０ 申請書類の提出先、提出期間及び提出部数 

（１） 提出期間  令和８年９月１日（火）から同月１０日（木）まで（必着） 

※ 持参の場合は、９時から１７時まで 

（２） 提 出 先  １９ 担当課と同じ 

（３） 提出部数  １０部（正本１部、写し（コピー）９部） 

※ 郵送の場合、最終日までに必着のこと。電子メール、ＦＡＸでの提出は認めません。 

 

１１ 選定方法 

 選定に当たっては、学識経験者及び本市職員等で構成する選定委員会において、書面審査及

びプレゼンテーション審査により指定候補者を選定します。なお、審査は別紙の選定基準に

より行います。また、その他募集要項に定めのない事項については、「指定管理者制度導入に

係る事務処理要領」によります。 

（１）プレゼンテーション審査の実施 

① 実施日時  令和８年１０月２日（金） 

② 実施場所  大津市役所新館７階 ２７２会議室 

③ 実施方法  応募団体の代表者又は代理人からのプレゼンテーションにより、非公 

       開で実施します。 

④ 説明員数  ３人以内 

⑤ そ の 他  本市職員が派遣されている団体及び過去に本市職員であった者が属する

団体にあっては、ヒアリングにこれらに該当する者は参加することはでき 



ません。 

※プレゼンテーション審査の実施方法、時間は別途通知します。 

 

１２ リスクの分担 

  管理業務に係る経費の主なリスクは次の表のように分担します。 

種類 内容 
負担者 

市 指定管理者 

不可抗力 不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、火災、争乱、

暴動その他の市又は指定管理者のいずれの責めにも帰すこ

とのできない自然的又は人為的な現象）により発生した施

設、設備の修復に要する経費（下記以外） 

○  

不可抗力により発生した施設、設備の修復に要する経費の

うち、指定管理者の責めに帰すべき事由によりその経費が

増加したと認められる場合における当該増加した経費 

 ○ 

不可抗力により発生した指定管理者の損害及び損失  ○ 

施設・設備等の損傷 経年劣化によるもの（小規模なもの）  ○ 

経年劣化によるもの（上記以外） ○  

第三者の行為から生じたもので相手方が特定できないもの

（小規模なもの） 
 ○ 

第三者の行為から生じたもので相手方が特定できないもの

（上記以外） 
○  

物価等の変動 人件費、物件費等の物価変動に伴う経費の増加（消費税率

の改定に伴うものを除く。） 
 ○ 

金利の変動に伴う経費の増加  ○ 

政治、行政的理由によ

る管理業務の変更 

政治、行政的理由から管理業務の全部又は一部を変更した

場合（災害対応を含む。）における経費の増加 
○  

第三者への賠償 

 

 

管理者としての注意義務を怠ったことにより損害を与えた

場合 
 ○ 

上記以外の理由により損害を与えた場合 
○  

セキュリティ 警備不備による情報漏洩、犯罪発生  ○ 

事業終了時の費用 指定管理業務の期間が終了した場合又は期間途中に業務を

廃止した場合における事業者の撤収費用 
 ○ 

 

１３ 協定に関する事項 

  管理運営の細目について定めるため、基本協定及び単年度協定を締結します。 

（１） 基本協定の内容 

  ① 業務に関する基本的事項 

  ② 指定期間 

  ③ 委託料に関する基本的な事項 

  ④ 駐車の拒否に関する事項 

  ⑤ 減免の取扱いに関する事項 

 ⑥ 文書の管理・保管に関する事項 

  ⑦ 個人情報の保護に関する事項 

 ⑧ 情報公開の推進に関する事項 

  ⑨ 開場時間、休場日に関する事項 

  ⑩ 指定の取消しに関する事項 

  ⑪ リスク管理、責任分担、施設賠償責任保険などへの加入（指定管理者負担）に関する事項 

  ⑫ 緊急時の対応に関する事項 



⑬ 事業報告に関する事項 

  ⑭ 事業引継に関する事項 

（２） 単年度協定の内容 

  ① 当該年度の事業の実施に関する事項 

 ② 委託料の支払いに関する事項 

 ③ 事業報告に関する事項（市との連絡体制、随時の事業報告、立ち入り調査等） 

 

１４ 引継事務 

  指定から管理の代行の開始までの期間に、現在の管理受託者（現指定管理者）から業務の引

継ぎを行ってください。詳細については、指定候補者に提示します。なお、引継に要する経費

等はすべて指定管理者の負担とします。 

 

１５ モニタリングに関する事項 

（１） 当該施設における業務の実施状況及び施設の管理状況を確認するため、モニタリング指

針に基づき、モニタリングを実施します。 

（２） モニタリングにより、指定管理者の業務が要求水準を維持していないと認められるとき

は、業務の改善等必要な指示を行い、これに従わない場合は、業務の停止や指定の取消し

を行います。 

 

１６ 指定の取消し及び業務停止命令 

（１） 指定管理者の責めに帰すべき事由による場合 

    大津市自転車駐車場の管理の適正を期するために市が行った指示に従わない場合等、指

定管理者の責めに帰すべき事由により、業務の継続が困難となった場合は、市は指定を取

消し又は期間を定めて管理の業務の全部又は一部の停止を命じることができるものとし

ます。 

    なお、指定管理者は、次期指定管理者が円滑かつ支障なく、大津市自転車駐車場の業務

を遂行できるよう、引継ぎを行うこととします。 

（２） 当事者の責めに帰すことのできない事由による場合 

   不可抗力等、市及び指定管理者双方の責めに帰すことのできない事由により、業務の

継続が困難となった場合、事業継続の可否について協議するものとします。一定期間内

に協議が整わないときは、事前に書面で通知することにより協定を解除できるものとし

ます。 

   なお、指定管理者は、次期指定管理者が円滑かつ支障なく、大津市自転車駐車場の業

務を遂行できるよう、引継ぎを行うこととします。 

 

１７ その他 

（１） 提出書類はお返しできません。 

（２） 提出された書類は、必要に応じ複写します。 

（３） 提出された書類は、情報公開の請求により開示することがあります。 

（４） 申請に要する経費等はすべて応募者の負担とします。 

（５） 申請書の提出方法、提出先、提出期限等が守られなかったとき又は虚偽の記載があっ 

   た場合は失格とします。 

（６） 提出後に書類の内容を変更することはできません。 

 

１８ 添付資料・様式 

（１） 添付資料 選定基準 

（２） 様式 

① 指定管理者指定申請書（様式第１号） 

② 事業計画書（様式第２号） 

③ 収支予算書（様式第３号１～３） 



④ 自主事業計画書（様式第４号） 

⑤ 質問書（様式第５号） 

⑥ 説明会参加申込書（様式第６号） 

⑦ 共同事業体協定書兼委任状（様式第７号） 

⑧ 共同事業体連絡先一覧（様式第８号） 

⑨ 誓約書（様式第９号） 

⑩ 役員等名簿（様式第９号別紙） 

 

１９ 担当課 

  大津市建設部建設監理課（大津市役所 本館４階） 

  〒５２０－８５７５ 大津市御陵町３番１号  担当：清水 

電話 ０７７－５２８－２７０５ 

電子メールアドレス otsu1811@city.otsu.lg.jp 


